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１ 経営者のコミットメント

２ 人材育成ビジョン・方針の策定

３ 社内への周知

第 2 章

人材育成ビジョン・方針の明確化

　経営者には、職業能力開発促進法で規定された従業員に対するキャリアコンサルティングの機会の確保

を、セルフ・キャリアドックの仕組みの具体化により明確化し、社内（全従業員）に対して各社の適切な

形で明示・宣言することが求められます。

　経営者のこのようなコミットメントは、組織全体としてセルフ・キャリアドックを推進していく前提と

して重要であると同時に、職業能力開発促進法で規定された措置を果たす上において必要なことです。

　人材育成ビジョン・方針とは、企業の経営理念を実現するために、従業員に期待する人材像とそのため

の人材育成方針を明らかにするものです。

　人材育成ビジョン・方針の策定に当たっては、業界・企業を取り巻く環境や、自社の人材が抱える実態

を適切に把握する必要があります。把握された実態と、企業の経営理念やあるべき人材像とのギャップか

ら課題を明確にし、そのギャップを埋めたり、あるいは、時代や組織の変化に対応するため、あるべき人

材像を設定し直し、企業の求める人材像に向けた人材育成方針を明らかにしていきます。

　策定した人材育成ビジョン・方針は、各社の適切な形・方法により、全ての従業員に対して提示する必

要があります。

　なお、人材育成ビジョン・方針は、導入時の一時的な周知に止まらず、後述するセルフ・キャリアドッ

クの各プロセスを通じ、各従業員に繰り返し浸透を図ることが望ましいものです。
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Column2

「キャリアコンサルティングを経営指針に」～（株）東邦プラン～
＜業種：研究、専門技術サービス業　従業員数：29 人（2017年10月現在）＞

　中小企業では、従業員一人ひとりの成長が会社の成長に大きく影響します。若手が多く中堅
層が少ない（株）東邦プランでは、手本（ロールモデル）となる先輩社員が少なく、若手従業員
がどうやって自律的に成長していけるかが課題でした。このため、キャリアビジョン形成を目
的としたキャリアコンサルティング面談を全従業員に対して実施しました。キャリアコンサル
ティング面談は、若手従業員のみならず管理職の育成にも大変有効でした。キャリアコンサル
ティング面談により、会社全体が「強くなった」という実感を得ました。現在、同社では、キャ
リアコンサルティング面談の実施を新たに経営指針に盛り込み、さらなる取組推進を目指し
ています。
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